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	ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント株式会社は、金融資産3,000万円以上を保有する国内の個人投資家を対象にした意識調査を１０月中旬に実施しました。本調査0F は、個人投資家の国内外の金融市場に対する中長期的な見通しやリスク・リターンへの意識などを中心に、株式会社マクロミルを通じて実施しました。
	 個人投資家は、20年後（2030年）には、インドが世界最大の経済大国になっていると予想。33.7％の投資家が中長期的に最も高い投資リターンが見込める国としてインドを挙げており、次いでブラジル、中国となっている。
	 2011年に、投資動向に最も影響を与えた要因として35.5％の投資家が「円高」を挙げ、続いて「欧州の金融・財政問題」、「東日本大震災」となった。円高は、日本経済に対する最大の脅威としても首位に挙げられている。
	 日本の経済成長に対する期待が低いため、個人投資家の外貨建て資産の保有者比率は全体の67%となり、保有通貨は基軸通貨以外にも分散されている。
	調査結果の概要:
	 国内の個人投資家が、今後1年間において、経済発展と投資リターンの両面で最も注目している国は、インド（16.9%）を筆頭に、中国（15.4%）、ブラジル（12.6%）とBRICs1F 市場が上位を占めた。インドは投資リターンへの期待が高いと同時にリスクが比較的低い国と認識されている一方で、中国は、投資リターンは高いがリスクも高いと認識されている。
	 1年後、5年後、20年後（2030年）のいずれの時点においても、インドと中国の経済成長への期待度が高い。33.7％の投資家が2030年にはインドが世界最大の経済大国となっていると予想、次いで中国の22.4%となっている。但し、今後の5年間で見るとブラジル（17.2％）が中国（11.3％）を上回っている。それに対し、米国、日本、ユーロ圏、オーストラリアなどの先進国への見通しは中長期的に軒並み低くなっている。
	 日本経済にとって最も懸念される要因としては、「急激な円高」（75%）を挙げる投資家が最も多く、続いて「欧州の金融・財政問題」（69%）、「米国の景気動向・財政問題」（59%）といずれも国外要因が上位に並んだ。さらに、現在の保有資産の中で最もリスクが高いと考えられる国・地域では「ユーロ圏」が高かった。
	 個人投資家の外貨建て資産の保有者比率は全体の67%となり、内訳としては米ドル （51.1%）、豪ドル （35.6%）、「ユーロ」（20.4%）、ブラジル・レアル（13.1％）、中国元（5.4％）となった。
	 今後、保有したい資産クラスとしては、55%の投資家が「国内株式」を選択している。一方で、6割強が日本経済に対して今後12カ月に「ゼロ成長」あるいは「マイナス成長」を予想しており、日本経済への期待感は低いことがうかがえる。
	 依然として「分配金」（39%）は投資商品を選択する際に投資家に重要視されているが、調査においては「投資資産の成長性」（41%）がトップとなった。
	 2011年において投資意識に最も影響を与えた出来事としては、「円高、為替の動向」（35.5％）が最も高く、次いで「欧州の金融・財政問題」（28.3％）、「東日本大震災」（18％）が続いた。
	ゴールドマン・サックス・アセット・マネジメント会長のジム・オニールも本調査に際して、次のようなコメントを寄せています。「日本への出張などを通じ、日本人の成長国市場に対する関心の高まりを肌で感じている。本調査でも、その傾向が見てとれる。一方で、関心の高まりに比べ、成長国市場に対する投資実績はまだ少なく、今後さらに投資対象としての拡大の余地はあると見ている。本調査は広い視野を持って世界の未来の姿に沿った投資判断を行っていくことの重要性を強調した結果となっている。このことは日本のみならず、他の先進国の投...

